
施策指標④
（成果指標）

施策指標⑤
（成果指標）

指
標
の
推
移

コストの推移
（単位：千円）

9,643 12,101

5

65,651 62,598

833

１．第３次総合計画における施策の体系

（a）－（b）＝一般財源

歳入
（b）

財源の内訳

４．指標及びコストの推移

383,583 287,496

国や県からの
補助金その他

受益者負担額

子どもの成長と学習を育むまち

466,193
歳出

（直接事業費）（a）
241,646

23,762

目指す都市像
（政策）

番号 3

主担当部 教育総務部

名称

施策 番号 4 名称

関係部

この施策の目的

福祉部

子育て支援、幼保一体化、幼稚園の統廃合について検討を行うとともに、教育環境の整備や特別支援教育対応教員等の教
職員の配置の充実を図り、生涯学習の基礎を培う幼稚園教育を適正規模で公平に提供することで、園児を橿原市の将来を
担う市民として育て、また保護者の満足度をあげることを目指す。

２．施策の基本方針（第３次総合計画の基本方針をもとに記入する）

幼児教育の充実

学校教育課

関係課 教育総務部総務課、こども未来課

部長名 辻岡　章裕

３．施策の現状分析（第３次総合計画の現状と課題をもとに記入する）

全国的に見ても少子化が進んでおり、適正な就学前教育が行
われるよう保育所と幼稚園の一体化等さまざまな取組が進ん
でいる。

子育てに悩む保護者が多く、幼稚園における保育時間延長、
給食の実施に対するニーズも大きいものがある。

社会環境や国・県の動向など、
施策を取り巻く環境について

311,258280,725

この施策の概況

この施策に対する市民ニーズなど、
具体的な事項について

施策指標①
（成果指標）

施策指標②
（成果指標）

施策指標③
（成果指標）

39,079 39,809

6.30

トータルコスト
（a）＋（c）

423,392506,002

6.45 6.45正
職
員

従事者数
（単位：人）

人件費（c）

6

園長、事務、
預かり除く

8.0

幼児一人ひとりの心身の発達や特性をふまえ、幼児期にふさわしい生活が展開できるような環境づくりに必要な予算を配当
し、円滑な幼稚園運営を図っており、幼児教育を充実させるためには、安心で安全な環境づくりは重要なことであり、そのため
の環境整備として営修繕工事等を実施し、就学前教育の充実を図ることができた。

9.8

5.23.0

791

備考欄

目標

２６年度

50.0

２９年度
（総計目標年度）

44.0

２７年度

目標目標

これまでの成果

4.0

31.4 38.0 31.6
公立幼稚園の預かり保育１日当
たりの利用者割合（％）

名称及び単位等

166,352

10.5

5

当初予算

幼保一体化や統廃合により適正
化が図られた幼稚園数（園）

（参考）5/1園児数

5

8.5

決算

5.8

3

決算 当初予算

3.0

5

9.5

3.0

実績 目標 実績

41.0

9.0

２５年度

特別支援教育対応教員１人当
たりの対象園児数（人）

公立幼稚園教員１人当たりの公
立幼稚園児数（人）

２４年度

11,463 11,710

63,472 68,981

39,809

206,805

3.85

391,494 308,648

主担当課

施策評価表　（平成２５年度実施事業対象）　　 （作成日：平成２６年　７月１１日）



７．次年度以降の施策の方向性

説明

有効性の評価

この施策の
成果の達成度はどうか

少子化による園児数の減少が見込まれる中でも、園児同士が集団生活の中でお互いに刺激しあえるような環境づくり
に必要な予算を配当し、適正な予算執行管理を行い、円滑な幼稚園運営を図ることができた。
適正規模に満たない幼稚園施設の適正配置を図ったり、幼保一体化を進めることは、今後の取り組みの一つである幼
保一体化・統廃合の推進そのものであるため、向上度は高い。

３　あまりない

１　高い ３　やや低い

４　低い

1

２　やや高い2 ４　低い

５．施策の評価

３　やや低い

４　ない２　ある程度ある

市政全般に対する
貢献度はどうか

2 １　高い ２　やや高い

成果向上の
可能性はどうか

説明

１　十分ある

幼児一人ひとりの心身の発達や特性をふまえ、幼児期にふさわしい生活が展開できるような環境づくりに必要な予算を配当し、適正
な予算執行管理を行うことで、円滑な幼稚園運営を図っており、幼児教育を充実させるためには、安心で安全な環境づくりは重要な
ことであり、そのための環境整備として営修繕工事等を実施して施策の実行に貢献している。
保護者のニーズに対応が出来、子どもの育ちにとって大切な子ども集団が形成され、就学前教育の充実が図れる。

６．施策の課題

この施策の課題

橿原市の未来を担う子どもたちを育てるため、幼稚園教育の果たしてきた役割は大きいものがある。しかしながら、園児数、学級数は年々減
少しており、経済情勢の悪化により保護者の社会進出が加速し、子どもを幼稚園に通わせることができない状況が増大していることが、主な
要因と考えられる。このような社会情勢は避けられないものであり、保護者のニーズを踏まえつつ、就学前教育の更なる充実を図るため、幼
保一体化や統廃合を進めるなかで、地域の理解を得るとともに、質の高い幼稚園教育を提供するため、より一層の教員配置の充実が課題
である。また正規の幼稚園教諭が減少する中で、幼児教育の維持のため、人的な面においても幼保の一体化が求められている。

説明

少子化による園児数の減少が見込まれる中でも、幼児一人ひとりの心身の発達や特性をふまえ、幼児期にふさわしい生活が展開できるよう
な環境づくりに必要な予算を配当し、円滑な幼稚園運営を図るとともに、施設の維持管理は必要不可欠であり、また今後の建物の老朽化に
対して、今まで以上に費用をかけていく必要があると考えられます。ただし、統廃合がこの先にあることから、多額を投じての大きな改修は難
しいものと考えます。また、幼稚園の統廃合を進めば、それに伴うリニューアル工事は一時的に必要であるが、幼稚園数が減少することにな
れば、今後のコストは低減されるものと考えます。また幼稚園教育維持のため、人的な面での幼保一体化がより必要となる。

総合評価　１次評価

１　強化する ２　維持する ３　縮小する次年度以降の方向性 2

総合評価　２次評価

幼保一体化事業－縮小、幼稚園施設保全事業－拡大

次年度以降の方向性 １　強化する

説明２次評価

８．構成事業の方向性　（それぞれの事務事業における今後の最適手段を検証する）

１次評価 説明

３　縮小する２　維持する

説明



（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

  幼児一人ひとりの心身の発達や特性をふまえ、幼児期にふさわしい生活が
展開できるような環境づくりに必要な予算を配当し、適正な予算執行管理を行
う。

2 現状のまま継続

幼稚園運営事業
23,571

内部管理・維持管理 （千円）

1

幼稚園施設保全事業
17,586

内部管理・維持管理 （千円）

平成25年度にこども園5園の整備が完了したが、運営面においては、平成26
年度に開園した2園については、特に幼稚園と保育所のPTA（保護者）の連携
をより図っていく。残り3園についても残された課題を一つ一つ解決していき、
子どもにとってより良いものになるよう支援していきたい。

2

総務課
消防設備・空調設備等の建物の総合的な保守・点検を業者委託にて実施。
遊具点検・プールろ過機の保守・植木剪定・浄化槽清掃・保守点検等の業務
を各業務ごとに業者委託にて実施。
機器や建物の修繕・営繕工事を入札等により業者発注し実施。

1

3 縮小する

185,918

（千円）

この施策に関連する事務事業評価の内容（評価内容の転記）

課名、事務事業名
及び事業種別

事業の方向性及び
Ｈ２５決算額

事業の内容NO.

4

学校教育課

幼保一体化事業

ソフト（任意）

3

総務課

幼稚園の園長から入園許可した報告を受け、在籍する園児を把握する。
幼稚園の保育料及び入園料の徴収を行う。また、園児の属する世帯の状況
により保育料の減免制度の案内を行う。
行事実施の届出、各種調査など幼稚園の運営状況を把握し、支援などの連
絡調整を行う。

2

幼稚園就園事務
306

ソフト（任意） （千円）

現状のまま継続

b
見直しな
がら続け

る
B

拡大する

b 拡大する

b
見直しな
がら続け

る

40,954

ソフト（任意） （千円）

5

学校教育課
私立幼稚園に通園させている世帯に対し、低所得者へ重点化した給付を行う
「橿原市私立幼稚園就園奨励費補助金」を交付する。
橿原市内の私立幼稚園の設置者に対し、園児が個々に応じた教育を受ける
ことや個々の発達状況に応じた支援を受けられることを期待して「橿原市私立
幼稚園運営費補助金」を交付する。

2

B

6

学校教育課
特別な支援を要する子どもへの対応や預かり保育など幼稚園に対するニー
ズは多様化しており、これまで以上にきめ細やかな幼稚園運営を行う必要が
あるため、正規職員以外に臨時講師を採用しその対応を行っていきます。ま
た、事業の目的を達成するための一つの取組として、ちびっこ体操教室を実
施します。

2 現状のまま継続

a
見直しな
がら続け

る

現状のまま継続

幼稚園就園助成事業

幼稚園運営事業
110,881

ソフト（任意） （千円）

7

学校教育課

教育活動サポート事業やこどものつどいの実施に必要な経費を補助する。ま
た、歌やダンスの発表会を実施する。

2

特色ある園づくり事業
4,367

ソフト（任意） （千円）

A

　

　

現状のまま継続

b
見直しな
がら続け

る
D

C

c
見直しな
がら続け

る

貢献
度

※下記評価の解説
・貢献度－事務事業評価の結果をもとに、この施策での貢献度（重要度）を絶対評価で示しています。
　　（a：不可欠かつ施策の中核をなす事業、b：不可欠な事業、c：不可欠ではないが実施が望ましい事業、d：あまり有効ではない事業）
・方向性－事務事業評価の結果をもとに、この施策からみた各事務事業の今後の方向性を絶対評価で示しています。
　　（拡大する、見直しながら続ける、縮小する、廃止又は休止する、完了する）
・優先度（ソフト事業（任意）のみ）－施策内での事務事業の優先度を相対評価で示しています。
　　（優先度が高い順に　　Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ）

a
見直しな
がら続け

る

９．施策を構成するそれぞれの事務事業の評価

こども未来課

施策評価

方向性
優先度

(ソフト任意)



（ ）

1

2

1 2 3 4

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

（作成日：平成26年　6月  4日）事務事業評価表（平成25年度実施事業対象）

子どもの成長と学習を育むまち

幼児教育の充実

3

4

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

こども園施設整備に関しては平成25年度に完了済みであり、今後、待機児童解消を図っていく必要がある。
また、幼稚園と保育所のPTA(保護者）の連携等の運営面での支援もしなければならない。

説明

対象

事業の終了予定年度 平成平成 21 年度

成果指標

目指す都市像(政策)

施　　　策

市内５ヶ所の保育所と同地域の幼稚園

事業の
目的

やめた
場合の
影響は

市の関与について見直す余地のある事業（民間に事業の一部又は全部を委ねる余地のあるものや、住民
ニーズが低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

公共性や収益性の観点から、市が直接的・包括的に関与すべき事業

橿原市の将来を担う就学前の子どもたちが個性や能力
を伸ばし、健やかに成長できるようにするため、家庭や
地域でゆとりを持って楽しく安心して子育てができる環
境づくりを支援するとともに、子どもの成長に応じた教育
を提供していくことを目的とする。

1

3

3

3特色ある地域・保護者のニーズに合った施設数

実績

説明 今後は待機児童解消を目指すため、事業を止めてしまうと待機児童が増加してしまう。

非常に大きい

２９（総計
目標）
年度

２５年度 ２６年度

克服できる範囲内 ほとんど無いやや大きい

見込み見込み実績

２７年度

見込み計画

180,683

2.90 0.40

7,375

2

2

（a）　－　（b）　＝　一般財源

従事者数　（単位：人）

単位当た
りコスト （　　　　　　   　　　　）／（　　　　　　  　　　　　）

人件費　（c）
正職員

２４年度

受益者負担額

国県補助金等その他

名称及び単位等

事業の種類を選択してください。⇒

予算事業名

コストの
推移

（単位：
千円）

福祉部

活動指標
①

活動指標
②

新しくスタートした施設数

なぜ市が
関与して
いるのか

1

指標の
推移

妥当性
評価

幼保一体化事業

幼保一体化事業

事業の
内容説明

平成25年度にこども園5園の整備が完了したが、運営面に
おいては、平成26年度に開園した2園については、特に幼稚
園と保育所のPTA（保護者）の連携をより図っていく。残り3
園についても残された課題を一つ一つ解決していき、子ども
にとってより良いものになるよう支援していきたい。

年度

栗原　照仁課長名担当課名 こども未来課

事業ソフト（任意）

事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

事業の開始年度

当初予算

7,179

2,469

2.90

185,918

17,899 17,899

歳出　（直接事業費）　（a）

36,891

57,770

計算式等

218,967

トータルコスト　（a）＋（c）

2.80

決算 当初予算

225,787

3,511

財源の内訳 決算

14,554

203,817 17,023

4,229

1,006

歳入
（b）

40,402

243,686

備考
（これまでの

実績等）

D
O

実
施

3,960

2,860

17,368



1 2 3 4

1 2 3

4 5

成果がほとんど無く、大
幅な改善が必要

現時点では十分な成
果が出ていない

3

主に教育の充実に貢献するが、園所長減など職員減により、人件費の削減にもつながる。また、「幼児教育
のあり方と適正配置についての基本方針」の考え方に則り、今後の教育委員会での施設再編の取組により、
施設数が減少しコストの削減に繋がる。

1
効率性がやや低く、見
直しによる改善が期待
される

2
現時点では効率性が低
く、大幅な改善が必要

2 3 4

やや低い高い やや高い

事業の取組により、教育と教育環境を充実させることで、就学前の子どもたちの育成ができ、保護者ニーズを
一定量満たせている。

2 4

低い

概ね十分な成果が出てい
る

効率性評価

現時点での
成果につい

て

1現時点での
有効性を評
価してくださ

い

説明

1

この事業の今後の方向
性を、費用面も含めて記
入してください

説明

説明

3

この事業について、今
後、具体的にどうするこ
とにより、どんな効果が
期待できるか記入してく
ださい。

内容や手法を見直すこ
とにより、コストや時間
の低減が可能か評価し
てください

今後待機児童解消に向けての諸問題はあるが、平成25年度にこども園5園の施設整備が完了したことにより
事業費は縮小する。

A

平成24年度に第1・2・3こども園が開園、平成26年度に第4・5こども園が開園。5園すべてのこども園が整備され、今後
運営面での共通課題を認識、整理することにより保護者ニーズを満たすことが可能となる。

A
C
T
I
O
N

修
正
行
動

説明

上位施策
への貢献
度はどうか

C
H
E
C
K

有効性
評価

1

課内
優先度

現状のまま継続拡大する 縮小する

廃止又は休止する 完了する

就学前の子どもたちに関わる教育を向上することができる。また、子どもたちの成長にとってもっとも大切な就
学前の時期の教育を充実することにより、橿原市の将来を担う市民として育てあげることができるとともに、保
護者の満足度をあげることができる。

十分な成果が出ている

評
価

現時点で効率性が非
常に高く、これ以上の
改善は見込めない

概ね高い効率性が発揮さ
れているが、さらに向上で
きる余地はある



（ ）

1

2

1 2 3 4

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

（作成日：平成26年6月6日）事務事業評価表（平成25年度実施事業対象）

子どもの成長と学習を育むまち

幼児教育の充実

3

4

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

説明

対象

事業の終了予定年度 平成平成 ― 年度

成果指標

目指す都市像(政策)

施　　　策

幼稚園児

事業の
目的

やめた
場合の
影響は

市の関与について見直す余地のある事業（民間に事業の一部又は全部を委ねる余地のあるものや、住民
ニーズが低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

公共性や収益性の観点から、市が直接的・包括的に関与すべき事業

幼稚園児が、安全で良好な環境で保育を受け、生活で
きるように建物・設備の維持管理を行う。

　

3

3,28530万円以上の修理金額

－－ －

実績

3,000

2

2,462

ー

説明

非常に大きい

２９（総計
目標）
年度

２５年度 ２６年度

克服できる範囲内 ほとんど無いやや大きい

見込み見込み実績

２７年度

見込み計画

18,1299,524

17,586

0.45 0.45

20,3635,586

ー

21

ーー

3,000 3,0003,000

22

（a）　－　（b）　＝　一般財源

従事者数　（単位：人）

単位当た
りコスト (トータルコスト)/(30万円以上の修繕･工事

件数）

人件費　（c）
正職員

２４年度

受益者負担額

国県補助金等その他

名称及び単位等

事業の種類を選択してください。⇒

予算事業名

コストの
推移

（単位：
千円）

教育総務部

活動指標
①

活動指標
②

30万円以上の修繕・工事件数

なぜ市が
関与して
いるのか

　

指標の
推移

妥当性
評価

幼稚園施設保全事業

幼稚園維持管理費・幼稚園施設整備費

事業の
内容説明

消防設備・空調設備等の建物の総合的な保守・点検を業者
委託にて実施。
遊具点検・プールろ過機の保守・植木剪定・浄化槽清掃・保
守点検等の業務を各業務ごとに業者委託にて実施。
機器や建物の修繕・営繕工事を入札等により業者発注し実
施。

年度－

岩本　仁課長名担当課名 総務課

事業内部管理・維持管理

事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

事業の開始年度

当初予算

33,481

2,777

0.45

17,586

2,777 2,777

歳出　（直接事業費）　（a）

13,657

16,759

計算式等

16,270

トータルコスト　（a）＋（c）

0.50

決算 当初予算

16,270

財源の内訳 決算

33,481

20,363 36,258

歳入
（b）

13,657

19,047

備考
（これまでの

実績等）

D
O

実
施

3,102



1 2 3 4

1 2 3

4 5

成果がほとんど無く、大
幅な改善が必要

現時点では十分な成
果が出ていない

3

入札等競争原理での経費の削減を行っており、今後コスト低減させる余地はあまりないものと考えられる。ま
た、建物の老朽化により修繕箇所が増えており、トータルコストとしては増加傾向にある。ただし、幼稚園の統
廃合を進めることとなれば、施設数が減りコストを低減させることはできるものと考える。

1
効率性がやや低く、見
直しによる改善が期待
される

2
現時点では効率性が低
く、大幅な改善が必要

2 3 4

やや低い高い やや高い

安全で安心な教育環境をつくる上で、施設等の維持管理を行うことは重要であり、また近年園舎・設備が老
朽化しており、幼稚園からの要望も多く、営修繕工事は増えております。

2 4

低い

概ね十分な成果が出てい
る

効率性評価

現時点での
成果につい

て

2現時点での
有効性を評
価してくださ

い

説明

2

この事業の今後の方向
性を、費用面も含めて記
入してください

説明

説明

1

この事業について、今
後、具体的にどうするこ
とにより、どんな効果が
期待できるか記入してく
ださい。

内容や手法を見直すこ
とにより、コストや時間
の低減が可能か評価し
てください

市立幼稚園として施設が存続していく限り、維持管理は必要不可欠である。ただし、統廃合の可能性がある
ことから、大きな改修は難しいものと考えます。また、幼稚園の統廃合が進めば、それに伴う工事は一時的に
必要であるが、幼稚園数が減少することにより、今後のコストは低減されるものと考えます。

　

園児数が減少している中、統廃合を検討し費用を低減させることはかなり重要かと考えますが、検討委員会等の答申
後の統廃合計画の策定、地元調整等の段取りを踏む必要があり、まだまだ時間はかかるものと考えます。また、統廃
合等を検討する中で、廃園等の可能性があるため、大規模な改修工事は抑制していきたい。

A
C
T
I
O
N

修
正
行
動

説明

上位施策
への貢献
度はどうか

C
H
E
C
K

有効性
評価

1

課内
優先度

現状のまま継続拡大する 縮小する

廃止又は休止する 完了する

幼児教育を充実させるためには、安心で安全な環境づくりは重要なことであり、そのための環境整備として営
修繕工事等を実施している。

十分な成果が出ている

評
価

現時点で効率性が非
常に高く、これ以上の
改善は見込めない

概ね高い効率性が発揮さ
れているが、さらに向上で
きる余地はある



（ ）

1

2

1 2 3 4

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

（作成日：平成26年6月6日）事務事業評価表（平成25年度実施事業対象）

子どもの成長と学習を育むまち

幼児教育の充実

3

4

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

説明

対象

事業の終了予定年度 平成平成 - 年度

成果指標

目指す都市像(政策)

施　　　策

幼稚園の園児

事業の
目的

やめた
場合の
影響は

市の関与について見直す余地のある事業（民間に事業の一部又は全部を委ねる余地のあるものや、住民
ニーズが低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

公共性や収益性の観点から、市が直接的・包括的に関与すべき事業

幼稚園の円滑な運営を図る。

　

833

--

-- -

実績

-

791

-

-

説明

非常に大きい

２９（総計
目標）
年度

２５年度 ２６年度

克服できる範囲内 ほとんど無いやや大きい

見込み見込み実績

２７年度

見込み計画

4441

23,526

1.25 1.15

4039

-

749791

--

- --

750749

（a）　－　（b）　＝　一般財源

従事者数　（単位：人）

単位当た
りコスト （トータルコスト）／（公立幼稚園児数）

人件費　（c）
正職員

２４年度

受益者負担額

国県補助金等その他

名称及び単位等

事業の種類を選択してください。⇒

予算事業名

コストの
推移

（単位：
千円）

教育総務部

活動指標
①

活動指標
②

公立幼稚園児数

なぜ市が
関与して
いるのか

　

指標の
推移

妥当性
評価

幼稚園運営事業

幼稚園運営費

事業の
内容説明

  幼児一人ひとりの心身の発達や特性をふまえ、幼児期に
ふさわしい生活が展開できるような環境づくりに必要な予算
を配当し、適正な予算執行管理を行う。

年度-

岩本　仁課長名担当課名 総務課

事業内部管理・維持管理

事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

事業の開始年度

当初予算

25,709

7,098

1.25

23,571

7,715 7,715

歳出　（直接事業費）　（a）

25,121

32,882

計算式等

24,961

トータルコスト　（a）＋（c）

1.25

決算 当初予算

24,961

財源の内訳 決算

25,709

31,286 32,807

45

歳入
（b）

25,128

32,676

備考
（これまでの

実績等）

D
O

実
施

7

7,754



1 2 3 4

1 2 3

4 5

成果がほとんど無く、大
幅な改善が必要

現時点では十分な成
果が出ていない

3

少子化による園児数の減少が見込まれる中でも、園児同士が集団生活の中でお互いに刺激しあえるような
環境づくりに必要な予算を配当しており、円滑な幼稚園運営を図るうえで、これ以上の経費削減はあまり見込
めない。

1
効率性がやや低く、見
直しによる改善が期待
される

1
現時点では効率性が低
く、大幅な改善が必要

2 3 4

やや低い高い やや高い

少子化による園児数の減少が見込まれる中でも、園児同士が集団生活の中でお互いに刺激しあえるような
環境づくりに必要な予算を配当し、適正な予算執行管理を行い、円滑な幼稚園運営を図ることができた。

2 4

低い

概ね十分な成果が出てい
る

効率性評価

現時点での
成果につい

て

1現時点での
有効性を評
価してくださ

い

説明

1

この事業の今後の方向
性を、費用面も含めて記
入してください

説明

説明

2

この事業について、今
後、具体的にどうするこ
とにより、どんな効果が
期待できるか記入してく
ださい。

内容や手法を見直すこ
とにより、コストや時間
の低減が可能か評価し
てください

少子化による園児数の減少が見込まれる中でも、幼児一人ひとりの心身の発達や特性をふまえ、幼児期に
ふさわしい生活が展開できるような環境づくりに必要な予算を配当し、適正な予算執行管理を行って、引き続
き、円滑な幼稚園運営を図っていく。

　

幼児一人ひとりの心身の発達や特性をふまえ、幼児期にふさわしい生活が展開できるような環境づくりに必要な予算
を配当し、適正な予算執行管理を行うことにより、円滑な幼稚園運営が期待できる。

A
C
T
I
O
N

修
正
行
動

説明

上位施策
への貢献
度はどうか

C
H
E
C
K

有効性
評価

1

課内
優先度

現状のまま継続拡大する 縮小する

廃止又は休止する 完了する

幼児一人ひとりの心身の発達や特性をふまえ、幼児期にふさわしい生活が展開できるような環境づくりに必
要な予算を配当し、適正な予算執行管理を行うことで、円滑な幼稚園運営を図っており、施策の実行に貢献
している。

十分な成果が出ている

評
価

現時点で効率性が非
常に高く、これ以上の
改善は見込めない

概ね高い効率性が発揮さ
れているが、さらに向上で
きる余地はある



（ ）

1

2

1 2 3 4

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

（作成日：平成26年 6月 6日）事務事業評価表（平成25年度実施事業対象）

子どもの成長と学習を育むまち

幼児教育の充実

3

4

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

幼稚園の設置者である市が、管理運営を行うにあたり必要な事業であるため。説明

対象

事業の終了予定年度 平成平成 ― 年度

成果指標

目指す都市像(政策)

施　　　策

公立幼稚園の幼児及び保護者

事業の
目的

やめた
場合の
影響は

市の関与について見直す余地のある事業（民間に事業の一部又は全部を委ねる余地のあるものや、住民
ニーズが低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

公共性や収益性の観点から、市が直接的・包括的に関与すべき事業

満4歳から小学校就学の始期に達するまでの幼児が適
正かつ円滑に就園（幼児の入園手続き、転園手続きな
ど）できること。

1

833

実績

―

説明 幼稚園の運営に重大な影響が生じる。

非常に大きい

２９（総計
目標）
年度

２５年度 ２６年度

克服できる範囲内 ほとんど無いやや大きい

見込み見込み実績

２７年度

見込み計画

-59,267

0.50 0.50

61,606

749791 ――

（a）　－　（b）　＝　一般財源

従事者数　（単位：人）

単位当た
りコスト （　　　　　　   　　　　）／（　　　　　　  　　　　　）

人件費　（c）
正職員

２４年度

受益者負担額

国県補助金等その他

名称及び単位等

事業の種類を選択してください。⇒

予算事業名

コストの
推移

（単位：
千円）

教育総務部

活動指標
①

活動指標
②

市立幼稚園園児数（5月1日現在の人数）

なぜ市が
関与して
いるのか

1

指標の
推移

妥当性
評価

幼稚園就園事務

幼稚園運営費

事業の
内容説明

幼稚園の園長から入園許可した報告を受け、在籍する園児
を把握する。
幼稚園の保育料及び入園料の徴収を行う。また、園児の属
する世帯の状況により保育料の減免制度の案内を行う。
行事実施の届出、各種調査など幼稚園の運営状況を把握
し、支援などの連絡調整を行う。

年度―

吉田雄一課長名担当課名 学校教育課

事業ソフト（任意）

事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

事業の開始年度

当初予算

-61,830

3,086

0.50

306

3,086 3,086

歳出　（直接事業費）　（a）

460

-62,155

1,515

計算式等

-58,711

トータルコスト　（a）＋（c）

0.20

決算 当初予算

258

62,140

財源の内訳 決算

236

3,392 3,322

59,243

330

歳入
（b）

274

3,344

備考
（これまでの

実績等）

D
O

実
施

58,638

331289

1,241



1 2 3 4

1 2 3

4 5

成果がほとんど無く、大
幅な改善が必要

現時点では十分な成
果が出ていない

3

これまでも事務の効率化に努めており、事務の簡素化の見込みはあまりない。

1
効率性がやや低く、見
直しによる改善が期待
される

2
現時点では効率性が低
く、大幅な改善が必要

2 3 4

やや低い高い やや高い

幼稚園就園に関連した各種申請に伴う手続きは適正に行われ、運営が円滑に実施できたと考えられる。

2 4

低い

概ね十分な成果が出てい
る

効率性評価

現時点での
成果につい

て

3現時点での
有効性を評
価してくださ

い

説明

1

この事業の今後の方向
性を、費用面も含めて記
入してください

説明

説明

2

この事業について、今
後、具体的にどうするこ
とにより、どんな効果が
期待できるか記入してく
ださい。

内容や手法を見直すこ
とにより、コストや時間
の低減が可能か評価し
てください

現在の取り組み内容を継続して実施する。

C

現在の取り組み方法を、随時改善しながら事業を進めていく。

A
C
T
I
O
N

修
正
行
動

説明

上位施策
への貢献
度はどうか

C
H
E
C
K

有効性
評価

1

課内
優先度

現状のまま継続拡大する 縮小する

廃止又は休止する 完了する

幼稚園運営に対して必要不可欠な事業ではあるが、幼児教育の充実に直接つながる事業とは考えにくい。

十分な成果が出ている

評
価

現時点で効率性が非
常に高く、これ以上の
改善は見込めない

概ね高い効率性が発揮さ
れているが、さらに向上で
きる余地はある



（ ）

1

2

1 2 3 4

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

（作成日：平成26年 6月 6日）事務事業評価表（平成25年度実施事業対象）

子どもの成長と学習を育むまち

幼児教育の充実

3

4

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

この事業は、国庫補助対象事業であり幼稚園就園奨励費補助金交付要綱により事業主体は市町村と定めら
れている。

説明

対象

事業の終了予定年度 平成平成 ― 年度

成果指標

目指す都市像(政策)

施　　　策

私立幼稚園に通園する幼児の保護者

事業の
目的

やめた
場合の
影響は

市の関与について見直す余地のある事業（民間に事業の一部又は全部を委ねる余地のあるものや、住民
ニーズが低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

公共性や収益性の観点から、市が直接的・包括的に関与すべき事業

保護者の所得状況に応じて経済的負担を軽減するとと
もに、公立幼稚園と私立幼稚園における保護者負担の
格差是正を図ること。

2

362

610私立幼稚園在籍者数【5月1日現在の人数】

18.35私立幼稚園就園率【在籍者数／3～5歳の幼児数】 ―

実績

―

357

594

18.23

説明 公立幼稚園と私立幼稚園における保護者負担の格差が増大する可能性がある。

非常に大きい

２９（総計
目標）
年度

２５年度 ２６年度

克服できる範囲内 ほとんど無いやや大きい

見込み見込み実績

２７年度

見込み計画

31,340

0.20 0.20

―

443356

――

― ――

――

（a）　－　（b）　＝　一般財源

従事者数　（単位：人）

単位当た
りコスト （　　　　　　   　　　　）／（　　　　　　  　　　　　）

人件費　（c）
正職員

２４年度

受益者負担額

国県補助金等その他

名称及び単位等

事業の種類を選択してください。⇒

予算事業名

コストの
推移

（単位：
千円）

教育総務部

活動指標
①

活動指標
②

橿原市私立幼稚園就園奨励費による支給者数

なぜ市が
関与して
いるのか

2

指標の
推移

妥当性
評価

幼稚園就園助成事業

私立幼稚園助成事業費

事業の
内容説明

私立幼稚園に通園させている世帯に対し、低所得者へ重点
化した給付を行う「橿原市私立幼稚園就園奨励費補助金」を
交付する。
橿原市内の私立幼稚園の設置者に対し、園児が個々に応じ
た教育を受けることや個々の発達状況に応じた支援を受け
られることを期待して「橿原市私立幼稚園運営費補助金」を
交付する。

年度―

吉田雄一課長名担当課名 学校教育課

事業ソフト（任意）

事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

事業の開始年度

当初予算

40,058

1,234

0.20

40,954

1,234 1,234

歳出　（直接事業費）　（a）

10,616

29,374

41,625

計算式等

33,617

トータルコスト　（a）＋（c）

0.55

決算 当初予算

41,867

財源の内訳 決算

50,674

42,188 51,908

9,614

歳入
（b）

38,213

43,101

備考
（これまでの

実績等）

D
O

実
施

8,2508,839

3,412



1 2 3 4

1 2 3

4 5

成果がほとんど無く、大
幅な改善が必要

現時点では十分な成
果が出ていない

3

国庫補助を活用し実施しているが、国の補助率が3分の1以内と定まっているのに対し、平成23年度は
23.88％、平成24年度は24.17％、平成25年度は24.43％の補助率となっている。このまま継続して国の基準ど
おりに実施するのではなく、補助対象基準や補助単価の見直しが考えられる。

1
効率性がやや低く、見
直しによる改善が期待
される

3
現時点では効率性が低
く、大幅な改善が必要

2 3 4

やや低い高い やや高い

保護者に対し補助金を交付しているので、経済的負担の軽減にはつながっている。
公立幼稚園と私立幼稚園における就学前教育は、3歳児保育の有無や入園条件など異なる点が多く、直接、
保護者負担の公私間格差の是正につながっているのか把握できていない。

2 4

低い

概ね十分な成果が出てい
る

効率性評価

現時点での
成果につい

て

3現時点での
有効性を評
価してくださ

い

説明

2

この事業の今後の方向
性を、費用面も含めて記
入してください

説明

説明

2

この事業について、今
後、具体的にどうするこ
とにより、どんな効果が
期待できるか記入してく
ださい。

内容や手法を見直すこ
とにより、コストや時間
の低減が可能か評価し
てください

現在の取り組み内容を継続して実施する。

D

国庫補助の補助率の減少に伴い、橿原市の財政状況に応じた見直しを行い、補助対象者の範囲の縮小や補助単価
の引き下げなど事業を縮小していく必要がある。
ただし、平成23年度から、保育所、幼稚園の連携を深めるため、橿原市就学前保育・教育統一カリキュラムを試行し
ていることや、また、平成24年4月1日から「橿原市こども園」が3園開園し、平成26年4月1日から新たに2園開園するこ
とから、早急な見直しは行わず、保護者の状況を継続して研究する。

A
C
T
I
O
N

修
正
行
動

説明

上位施策
への貢献
度はどうか

C
H
E
C
K

有効性
評価

1

課内
優先度

現状のまま継続拡大する 縮小する

廃止又は休止する 完了する

多様化した子育てニーズへの対応には一定の効果をあげている。

十分な成果が出ている

評
価

現時点で効率性が非
常に高く、これ以上の
改善は見込めない

概ね高い効率性が発揮さ
れているが、さらに向上で
きる余地はある



（ ）

1

2

1 2 3 4

備考
（これまでの

実績等）

D
O

実
施

660508

3,412

財源の内訳 決算

158,390

115,819 163,328

468

歳入
（b）

118,987

157,406

決算 当初予算

152,468歳出　（直接事業費）　（a）

634

118,479

122,399

計算式等

151,808

トータルコスト　（a）＋（c）

0.55

当初予算

157,756

4,938

0.80

110,881

4,938 4,938

事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

事業の開始年度

学校教育課

事業ソフト（任意）

妥当性
評価

幼稚園運営事業

幼稚園運営費、課外体育奨励事業費

事業の
内容説明

特別な支援を要する子どもへの対応や預かり保育など幼稚
園に対するニーズは多様化しており、これまで以上にきめ細
やかな幼稚園運営を行う必要があるため、正規職員以外に
臨時講師を採用しその対応を行っていきます。また、事業の
目的を達成するための一つの取組として、ちびっこ体操教室
を実施します。

年度―

吉田雄一課長名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

予算事業名

コストの
推移

（単位：
千円）

教育総務部

活動指標
①

活動指標
②

預かり保育利用延べ人数

なぜ市が
関与して
いるのか

1

指標の
推移

２４年度

受益者負担額

国県補助金等その他

名称及び単位等

従事者数　（単位：人）

単位当た
りコスト （　　　　　　   　　　　）／（　　　　　　  　　　　　）

人件費　（c）
正職員

（a）　－　（b）　＝　一般財源

30,00030,00030,00029,793

110,413

0.80 0.80

見込み見込み実績

２７年度

見込み計画

説明 正規職員だけでの園運営は困難であり、臨時講師を配置しなければ園の運営は成り立たない。

非常に大きい

２９（総計
目標）
年度

２５年度 ２６年度

克服できる範囲内 ほとんど無いやや大きい

実績

30,00031,249

成果指標

目指す都市像(政策)

施　　　策

幼稚園１５園

事業の
目的

やめた
場合の
影響は

市の関与について見直す余地のある事業（民間に事業の一部又は全部を委ねる余地のあるものや、住民
ニーズが低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

公共性や収益性の観点から、市が直接的・包括的に関与すべき事業

「いきいきと、わくわくと心を弾ませ自分も友だちも大好
き、にこにこと友だちとなかよく活動する子」を育てるた
めの取組や環境の構築

1

対象

事業の終了予定年度 平成平成 ― 年度

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

（作成日：平成26年 6月 6日）事務事業評価表（平成25年度実施事業対象）

子どもの成長と学習を育むまち

幼児教育の充実

3

4

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

設置者である市が関与することが妥当である。説明



1 2 3 4

1 2 3

4 5

評
価

現時点で効率性が非
常に高く、これ以上の
改善は見込めない

概ね高い効率性が発揮さ
れているが、さらに向上で
きる余地はある

きめ細かな幼稚園運営を行うことにより、幼児教育が充実したものになるものと考える。

十分な成果が出ている

課内
優先度

現状のまま継続拡大する 縮小する

廃止又は休止する 完了する

A
C
T
I
O
N

修
正
行
動

説明

上位施策
への貢献
度はどうか

C
H
E
C
K

有効性
評価

1

この事業の今後の方向
性を、費用面も含めて記
入してください

説明

説明

2

この事業について、今
後、具体的にどうするこ
とにより、どんな効果が
期待できるか記入してく
ださい。

内容や手法を見直すこ
とにより、コストや時間
の低減が可能か評価し
てください

財政事情や保護者ニーズ、園児の状況も勘案しながら、少なくとも現状の水準を維持したい。

B

保護者ニーズや園児の状況を的確に把握した中で、適正な人員配置を行っていくことにより、コストを抑えた中でより
効果的なものにしていく。

効率性評価

現時点での
成果につい

て

1現時点での
有効性を評
価してくださ

い

説明

1

やや低い高い やや高い

成果を数値的に表現することは困難であるが成果は極めて高い。

2 4

低い

概ね十分な成果が出てい
る

コストの削減は配置人員の減少を意味し、低減余地はあまりない。しかし、増員する場合などは、時間給の
パート職員にするなどの検討を行い、コスト低減を図っていく。

1
効率性がやや低く、見
直しによる改善が期待
される

2
現時点では効率性が低
く、大幅な改善が必要

2 3 4

成果がほとんど無く、大
幅な改善が必要

現時点では十分な成
果が出ていない

3



（ ）

1

2

1 2 3 4

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

（作成日：平成26年 6月 6日）事務事業評価表（平成25年度実施事業対象）

子どもの成長と学習を育むまち

幼児教育の充実

3

4

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

幼稚園教育の中身に関する事業であるので、設置者である市が関与することが妥当である。説明

対象

事業の終了予定年度 平成平成 ― 年度

成果指標

目指す都市像(政策)

施　　　策

市内１５ヶ所幼稚園園児

事業の
目的

やめた
場合の
影響は

市の関与について見直す余地のある事業（民間に事業の一部又は全部を委ねる余地のあるものや、住民
ニーズが低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

公共性や収益性の観点から、市が直接的・包括的に関与すべき事業

それぞれ園ごとに特色のある園づくりを行うための事業
実施を支援する。

2

265

実績

265

説明
今日、公教育といえども園ごとに特色を出した効果的な幼稚園づくりが求められている。その点、本事業の影
響はある程度ある。

非常に大きい

２９（総計
目標）
年度

２５年度 ２６年度

克服できる範囲内 ほとんど無いやや大きい

見込み見込み実績

２７年度

見込み計画

4,367

0.35 0.35

278260 ――

（a）　－　（b）　＝　一般財源

従事者数　（単位：人）

単位当た
りコスト （　　　　　　   　　　　）／（　　　　　　  　　　　　）

人件費　（c）
正職員

２４年度

受益者負担額

国県補助金等その他

名称及び単位等

事業の種類を選択してください。⇒

予算事業名

コストの
推移

（単位：
千円）

教育総務部

活動指標
①

活動指標
②

こどものつどい参加人数

なぜ市が
関与して
いるのか

1

指標の
推移

妥当性
評価

特色ある園づくり事業

幼稚園運営費、課外体育奨励事業費

事業の
内容説明

教育活動サポート事業やこどものつどいの実施に必要な経
費を補助する。また、歌やダンスの発表会を実施する。

年度―

吉田雄一課長名担当課名 学校教育課

事業ソフト（任意）

事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

事業の開始年度

当初予算

4,452

2,160

0.35

4,367

2,160 2,160

歳出　（直接事業費）　（a）

4,985

7,776

計算式等

4,582

トータルコスト　（a）＋（c）

0.45

決算 当初予算

4,582

財源の内訳 決算

4,452

6,527 6,612

歳入
（b）

4,985

6,742

備考
（これまでの

実績等）

D
O

実
施

2,791



1 2 3 4

1 2 3

4 5

成果がほとんど無く、大
幅な改善が必要

現時点では十分な成
果が出ていない

3

事業の有効性、効率性について検討し、無駄がないかを継続して考えていかなければならない。

1
効率性がやや低く、見
直しによる改善が期待
される

3
現時点では効率性が低
く、大幅な改善が必要

2 3 4

やや低い高い やや高い

歌やダンスの発表会が盛大に開催できる。数値的な成果という点だけでは表現できない成果が多くあり、職
員、保護者、園児それぞれの立場から詳細に検討する必要がある。

2 4

低い

概ね十分な成果が出てい
る

効率性評価

現時点での
成果につい

て

2現時点での
有効性を評
価してくださ

い

説明

2

この事業の今後の方向
性を、費用面も含めて記
入してください

説明

説明

2

この事業について、今
後、具体的にどうするこ
とにより、どんな効果が
期待できるか記入してく
ださい。

内容や手法を見直すこ
とにより、コストや時間
の低減が可能か評価し
てください

幼稚園教育に対する社会の要請を考えたとき、必ずしも縮小・廃止すべきものではないが、事業内容の検討
と研究は必要。

B

事業の効果、有効性等を多方面から分析し、財政状況が厳しい中で一層の効率化を求めていかなければならない。
各幼稚園でのアンケート調査の実施など、様々な手法を使いながら、継続してコスト削減の努力をしていく必要があ
る。

A
C
T
I
O
N

修
正
行
動

説明

上位施策
への貢献
度はどうか

C
H
E
C
K

有効性
評価

1

課内
優先度

現状のまま継続拡大する 縮小する

廃止又は休止する 完了する

幼児教育の充実という施策には確実に一定の貢献がある。

十分な成果が出ている

評
価

現時点で効率性が非
常に高く、これ以上の
改善は見込めない

概ね高い効率性が発揮さ
れているが、さらに向上で
きる余地はある
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